
14.その他
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7 年度事後評価 月作成

-

-

-

１．基本事業の目的

２．基本事業の成果指標

３．基本事業の評価

４．今後の取組方針（案）

５．基本事業のコスト

0

0

0

87,000 87,000 0 0 0

③総事業費（Ａ）＋（Ｃ） 千円 432,560 484,384 559,235

②
人
件
費

8.00 2.00 0.00

人件費計（Ｃ） 千円 80,400

0 0 0

0

会計年度任用職員等 千円 8,400 10,200 10,200 0 0 0

0.00 0.00 0.00

正規職員分 千円 72,000 76,800 76,800 0 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.008.00 2.00 0.00 8.00 2.00 0.00職員数（正規|月給|時給） 人

―

執行率（Ａ／Ｂ） ％ 97.6% 80.5% ― ― ― ―

予算現額（Ｂ） 千円 360,802 493,745 ― ―

事業費計（Ａ） 千円 352,160 397,384 472,235 0 0 0

一般財源 千円 352,103 397,327 472,178 0

57 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

都支出金 千円 0 0 0 0 0 0

①
事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

0

0

―

その他 千円 57 57

課題のあった
主な事務事業

【情報提供事務】庁内音声配信機器の老朽化により配信が不安定ですが、代替の機器がない状況です。

【議会事務】引き続き、市議会の会議が円滑かつ効率的に行われるよう、運営面、環境面で支援します。所管事務調査について
は、調査活動、視察、研修、市民からの意見聴取等の活動が円滑に進むよう支援します。令和９年度は三多摩上下水及び道路建
設促進協議会の委員長市を務める予定であるため、副委員長市と連携しながら、多摩地域の各市町村からの意見や要望をとりま
とめ、円滑に国や都に提出できるよう事務を行います。
【情報提供事務】庁内音声配信機器による配信の代替方法として、令和９年１月より、Teamsを使用した配信について、全庁的な検
証を行い、活用できれば、令和９年第２回定例会より実施します。

単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
計画

R９年度
計画

R10年度
計画

R11年度
計画

次年度の取組方針（改革・改善案等）

全体総括（①基本事業の成果目標の達成状況・②成果のあった主な事務事業・③課題のあった主な事務事業）

基本事業の成果
目標の達成状況

成果指標は基準値・目標値と同一の４回となり、令和７年度も適切に定例会を開催することができました。
定例会の開催以外では、市内視察を1回、研修会を1回、防災訓練を1回実施したほか、各常任委員会では
所管事務調査のテーマに応じた行政視察、市民との意見交換会を実施し、意見交換会では合計36名の市
民の参加がありました。
また、令和８年２月に議場・委員会室の会議システム改修工事が完了しました。

成果のあった
主な事務事業

【議会事務】議場・委員会室の会議システム改修工事を実施し、令和８年２月に完了しました。改修前の会議
システムは庁舎建設以降使用しており、機器の老朽化による故障や不調が相次いでいましたが、この改修工
事によって不具合が解消され、インターネット中継の際の画質等も向上しました。また、議員提案では初めて
の政策条例となるがん条例の策定を目指した「がん条例策定検討プロジェクトチーム」の活動を支援しまし
た。

定例会開催回数 回 4 4

成果指標（基本事業） 単位
基準値
（R５年度）

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
目標値

4

政策名 その他 所属課

施策名 その他 係名 庶務調査係、議事係

年 6

基本事業名 その他 所属部 議会事務局

令和 令和 8 年度 基本事業マネジメントシート 令和 8

目的（何、誰を、どのような状態にしたいのか）

市議会の会議が円滑かつ効率的に行われるよう、運営面、環境面で支援します。議会の調査活動、視察、研修、市民からの意見
聴取等の活動が円滑に進むよう支援します。
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６．基本事業を構成する事務事業

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

有効性

8

7

6

5 情報提供事業
委員会開催日数 日 48 41

0 0 0 3,873

本会議開催日数 日 24 26

1 1 1 1 6 3,873 0

年間配布部数（一般
世帯）

部 380584 383,116

0 0 0 0 6,655

4 議会報発行事務

1 1 1 1 5 6,655

3 会議録作成事務

年間「声の議会報」配
布数

件 80 78

年間の会議録総発行
部数

部 1276 1,088

0 0 0 8,058

会議録の年間総ペー
ジ数

頁 4722 4,681

1 1 1 1 4 8,058 0

日 117 116

議員の研究のための
調査件数

回 87 64

0 0 0 57 79,580

2 議会事務

1 1 1 1 3 79,637

市民との意見交換会
開催回数

回 5 4

議会開催日数（会
期）

0 0 0 299,161

議員報酬、期末手当
支給回数

回 14 14
1
議員報酬等支給
事務

1 1 1 1 1 299,161 0

政務活動費交付額 円 15,600,000 15,000,000

事務事業名

予算科目 　　事業費（R７年度実績） 課題
の有無会計 款 項 その他 一般財源

活動指標 単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
実績

目
事業
番号

（単位：千円） 国庫支出金 都支出金 地方債

　・目的妥当性
　・有効性
　・効率性
　・公平性
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7 年度事後評価 月作成

-

-

-

１．基本事業の目的

２．基本事業の成果指標

３．基本事業の評価

４．今後の取組方針（案）

５．基本事業のコスト

0

0

0

53,700 48,600 0 0 0

③総事業費（Ａ）＋（Ｃ） 千円 176,523 308,306 243,989

②
人
件
費

4.00 2.00 0.00

人件費計（Ｃ） 千円 43,000

0 0 0

0

会計年度任用職員等 千円 7,000 15,300 10,200 0 0 0

0.00 0.00 0.00

正規職員分 千円 36,000 38,400 38,400 0 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.004.00 3.00 0.00 4.00 2.00 0.00職員数（正規|月給|時給） 人

―

執行率（Ａ／Ｂ） ％ 89.6% 92.8% ― ― ― ―

予算現額（Ｂ） 千円 149,067 274,412 ― ―

事業費計（Ａ） 千円 133,523 254,606 195,389 0 0 0

一般財源 千円 4,464 4,457 195,363 0

0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

都支出金 千円 70,465 99,363 26 0 0 0

①
事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 58,594 150,786 0 0 0

0

0

―

その他 千円 0 0

課題のあった
主な事務事業

【選挙啓発推進事業】啓発を担う明るい選挙推進委員については高齢化、担い手不足が課題です。

【選挙啓発推進事業】若年層への積極的アプローチとして出前授業を推奨し、市広報、選挙啓発紙等で紹介することで市内学校
に周知を図ります。

単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
計画

R９年度
計画

R10年度
計画

R11年度
計画

次年度の取組方針（改革・改善案等）

全体総括（①基本事業の成果目標の達成状況・②成果のあった主な事務事業・③課題のあった主な事務事業）

基本事業の成果
目標の達成状況

成果指標は０件で目標値を達成しました。これは事前準備等で、職員間で開票・投票事務における判断に
ばらつきが出ないように判断基準を統一できるように打ち合わせや周知を行い、当日も適宜確認をしながら、
法令や判例を踏まえ適正に選挙執行を行えた事が寄与したものと考えられます。
令和７年度は、選挙管理委員会を23回実施し、東京都市明るい選挙推進協議会においては会長市として業
務にあたりました。

成果のあった
主な事務事業

【参議院議員選挙執行事務】【都議会議員選挙執行事務】【衆議院議員選挙執行事務】令和７年度に実施さ
れた３回の選挙について、適切かつ公正に執行しました。また、選挙の際には有権者に有益な情報を記載し
た啓発紙を選挙ごとに97,000枚発行しました。

選挙の効力に対する異議申立件
数

回 0 0

成果指標（基本事業） 単位
基準値
（R５年度）

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
目標値

0

政策名 その他 所属課　  選挙管理委員会事務局

施策名 その他 係名

年 6

基本事業名 その他 所属部 選挙管理委員会

令和 令和 8 年度 基本事業マネジメントシート 令和 8

目的（何、誰を、どのような状態にしたいのか）

選挙管理委員会を開催し、法令に基づき、立川市が執行する選挙事務の適正な管理及び執行を行います。また、選挙が公平に
行われるために、有権者の政治意識向上に努め、投票の方法その他の選挙に関し必要な事項を有権者に周知を行います。
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６．基本事業を構成する事務事業

ア
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ア
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ア
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ア
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ア

イ

ウ

ア
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ア

イ

ウ

有効性

8

7

6

5
衆議院議員選挙
執行事務 期日前投票者数（内

数）
人 - 33,954

0 0 0 0

投票者数 人 - 88,065

1 2 4 5 1 61,167 61,167

投票者数 人 - 66,345

0 99,274 0 0 0

4
都議会議員選挙
執行事務

1 2 4 4 1 99,274

3
参議院議員選挙
執行事務

期日前投票者数（内
数）

人 - 18,541

期日前投票者数（内
数）

人 - 34,145

0 0 0 0

投票者数 人 - 92,294

1 2 4 3 1 89,619 89,619

人 515 391

選挙啓発講演会実施
回数

回 1 1

0 0 0 0 816

2
選挙啓発推進事
業

1 2 4 2 1 816

話しあい活動実施回
数

回 105 108

会議・研修会等への
参加者数

出席者数 人 73 84

89 0 0 3,641

会議の開催数 回 19 23
1
選挙管理委員会
運営事務

1 2 4 1 1 3,730 0

議事件数 件 76 104

事務事業名

予算科目 　　事業費（R７年度実績） 課題
の有無会計 款 項 その他 一般財源

活動指標 単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
実績

目
事業
番号

（単位：千円） 国庫支出金 都支出金 地方債

　・目的妥当性
　・有効性
　・効率性
　・公平性
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7 年度事後評価 月作成

-

-

-

１．基本事業の目的

２．基本事業の成果指標

３．基本事業の評価

４．今後の取組方針（案）

５．基本事業のコスト

政策名 その他 所属課 監査委員事務局

施策名 その他 係名

年 6

基本事業名 その他 所属部

令和 令和 8 年度 基本事業マネジメントシート 令和 8

目的（何、誰を、どのような状態にしたいのか）

市の事務の管理及び執行等について、法令に適合し正確で、経済的、効率的かつ効果的な行財政運営が行われている状態に
します。

成果指標（基本事業） 単位
基準値
（R５年度）

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
目標値

5

全体総括（①基本事業の成果目標の達成状況・②成果のあった主な事務事業・③課題のあった主な事務事業）

基本事業の成果
目標の達成状況

令和７年度は、財政援助団体等監査を１件実施しました。今後も実施件数を増やしていく予定であり、目標
値まで順調に推移しています。

成果のあった
主な事務事業

【監査事務】財政援助団体等監査は、平成31年度までは毎年実施されていましたが、令和元年度～３年度
はコロナ禍となり、実施を見合わせていました。令和４年度は１件実施したものの、令和５年度は実施しません
でした。令和６、７年度は１件ずつ実施しました。

財政援助団体等の監査実施数 件 0 1

課題のあった
主な事務事業

【監査事務】財政援助団体等監査について、実施数は近年年間１件程度でした。補助金等が補助目的に沿って適正に活用され
ているか等を主眼に、実施数を増やし強化していきます。
令和７年度から本格実施された内部統制評価報告書を審査し、監査委員の意見を付します。審査にあたっては、常勤の監査委
員が新たに配置されたことを機に、日常的な現場の問題を確認し、内部統制部門と調整しながら、リスク（組織目的の達成を阻害
する要因をいう。）を防止し、内部統制の実効性の向上に努めます。
引き続き、定期監査、決算審査、例月出納検査等を効率的かつ効果的に実施することができるよう、リスクの内容及び程度、過去
の監査結果、監査結果の措置状況、監査資源等を総合的に勘案して実施計画を策定して実施します。監査等の結果にあたって
は、指摘・意見等に対する改善状況等を把握し、監査等の実効性を確保していきます。

単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
計画

R９年度
計画

R10年度
計画

R11年度
計画

次年度の取組方針（改革・改善案等）

都支出金 千円 0 0 0 0 0 0

①
事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

0

0

―

その他 千円 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

事業費計（Ａ） 千円 4,910 3,338 5,046 0 0 0

一般財源 千円 4,910 3,338 5,046 0

2.10 0.30 0.00職員数（正規|月給|時給） 人

―

執行率（Ａ／Ｂ） ％ 97.3% 64.3% ― ― ― ―

予算現額（Ｂ） 千円 5,045 5,188 ― ―

1,020 1,530 0 0 0

0.00 0.00 0.00

正規職員分 千円 19,800 20,160 20,160 0 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.002.10 0.20 0.00

21,180 21,690 0 0 0

③総事業費（Ａ）＋（Ｃ） 千円 25,130 24,518 26,736

②
人
件
費

2.20 0.10 0.00

人件費計（Ｃ） 千円 20,220

0 0 0

0

会計年度任用職員等 千円 420

0

0

0
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６．基本事業を構成する事務事業
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事務事業名

予算科目 　　事業費（R７年度実績） 課題
の有無会計 款 項 その他 一般財源

活動指標 単位
R６年度
実績

R７年度
実績

R８年度
実績

R９年度
実績

R10年度
実績

R11年度
実績

目
事業
番号

（単位：千円） 国庫支出金 都支出金 地方債

　・目的妥当性
　・有効性
　・効率性
　・公平性

1 監査事務

1 2 6 1 1 3,338 0 0 0 0 3,338

定期監査対象の課の
数

課 14 20

2

4

3

6

5

8

7
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